[bookmark: _GoBack]＊　この通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様式どおりとする必要はありません。
下のには該当する項目に必ず　　をしてください。
労働条件通知書（初回　・　更新回数　　回目）
	                                                                年　　月　　日
　　　　　　　　　　殿
事業場名称・所在地
使用者職氏名

	契約期間
	採用日　（　　　年　　月　　日）
試用期間　あり　（　　　年　　　月　　日まで）　・なし
期間の定め　なし　あり（　　年　　月　　日～　　年　　月　　日）
「期間の定めあり」の場合
１　契約の更新の有無
　　　更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（　　　　　　　）
２　契約の更新は次により判断する。
　　　・契約期間満了時の業務量　　　・勤務成績、態度　　　　・能力
　　　・会社の経営状況　・従事している業務の進捗状況
・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
３　更新上限　なし　・あり（更新　 回まで／通算契約期間　 年まで））

	
	[bookmark: _Hlk131683346]【労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期労働契約の締結の場合】
本契約期間中に会社に対して期間の定めのない労働契約（無期労働契約）の締結の申込みをすることにより、本契約期間の末日の翌日（　年　月　日）から、無期労働契約での雇用に転換することができる。この場合の本契約からの労働条件の変更の有無　なし・あり（職務・勤務地無限定・賃金は変更なし）

	
	【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】　第2種計画認定　あり　・なし
無期転換申込権が発生しない期間　　定年後引き続いて雇用されている期間

	就業の場所
	（本契約締結直後）　　　　　　　　　　　（変更の範囲）変更なし

	従事すべき
業務の内容
	（本契約締結直後）　　　　　　　　　　　（変更の範囲）変更なし

	始業、終業の時刻、休憩、所定時間外労働の有無
	１　始業・終業の時刻等
　　　始業　　　時　　　分　・　終業　　　時　　　分
２　休憩時間　　分　（　　時　　分から　　時　　分）
３　所定時間外労働の有無　あり　なし

	休　　　日
	定例日　　　毎週　　曜日、国民の祝日、年末年始、夏季、その他（　　　　　　　）
非定例日　　週・月当たり　　日、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	休　　　暇
	年次有給休暇　　付与日　　年　　月　　日　　付与日数　　　　日
特別休暇　　　　
その他の休暇

	賃　　　金
	１　基本賃金　時間給　　　　　　　円
　　諸手当　　　　　手当　　　　　円
通勤手当　　　　　円（　　　円を上限とする実費を支給）
２　割増賃金率
　時間外　所定時間外（法内残業）　割増なし　　
法定超　月60時間以内　25％・月60時間超　50％
　休日　　法定休日　35％　法定外休日　割増なし（ただし法定超の場合は25％）
　　　　深夜　　25％加算
３　賃金締切日　　　日　・　賃金支払日　　当月　翌月　　日
４　昇給　　なし（本契約期間の昇給）　あり（時期　　　　月）
５　賞与　　あり（時期　　月・　月）業績や成績等によるため支給がない場合がある　なし
６　退職金　なし　あり

	退職に関す
る事項
	１　定年（無期雇用の場合）　あり（60歳）　なし　
雇用の上限（有期雇用の場合）　　あり（　　　歳まで）　なし
２　定年後の継続雇用制度　あり（　　歳まで）　なし
４　自己都合退職の手続　　退職する　　日以上前に届け出ること
５　解雇の事由及び手続

	そ　の　他
	・社会保険の加入状況（　厚生年金　健康保険　その他（　　　　））
・雇用保険の適用　あり　なし
・次の窓口に対して通常の労働者（正社員）との間の待遇の相違（内容・理由）等について説明を求めることができる。
部署名　　　　　　　担当者職氏名　　　　　　　　（連絡先　　　　　　　　　）
・雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口　　同上　





【記載要領】
１．労働条件通知書は、当該労働者の労働条件の決定について権限をもつ者が作成し、本人に交付すること。
交付の方法については、書面による交付のほか、労働者が希望する場合には、ファクシミリを利用する送信の方法、電子メールその他のその受信をする者を特定して情報を伝達するために用いられる電気通信の送信の方法（出力して書面を作成できるものに限る）によっても明示することができる。
２．各欄において複数項目の一つを選択する場合には、該当項目ににをつけること。
[bookmark: _Hlk144126743]３．省略 
４．労働契約期間については、労働基準法に定める範囲内とすること。
[bookmark: _Hlk132221887]また、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合には、契約の更新の有無及び更新する場合又はしない場合の判断の基準（複数可）並びに更新上限の有無を明示すること。
[bookmark: _Hlk132221898][bookmark: _Hlk132222127]労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期労働契約の締結の場合には、無期転換申込機会及び無期転換後の労働条件を明示すること。無期転換後の労働条件を明示するに当たっては、本契約からの労働条件の変更の有無（変更がある場合はその内容を含む。）を明示するか、本契約からの変更の有無にかかわらず明示すべき事項ごとにその内容を明示すること。　
[bookmark: _Hlk132221962][bookmark: _Hlk132222006]５．「就業の場所」及び「従事すべき業務の内容」の欄については、雇入れ直後のもの及び将来の就業場所や従事させる業務の変更の範囲を明示すること。
[bookmark: _Hlk143780495]６．「始業、終業の時刻、休憩時間、就業時転換、所定時間外労働の有無に関する事項」の欄については、当該労働者に適用される具体的な条件を明示すること。
７．「休日」の欄については、所定休日について曜日又は日を特定して記載すること。
８．「休暇」の欄については、年次有給休暇は６か月間継続勤務し、その間の出勤率が８割以上であるときに与えるものであり、その付与日数を記載すること。時間単位年休は、労使協定を締結し、時間単位の年次有給休暇を付与するものであり、その制度の有無を記載すること。また、その他の休暇については、制度がある場合に有給、無給別に休暇の種類、日数（期間等）を記載すること。
９．前記６、７及び８については、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合においては、所定時間外労働の有無以外の事項については、勤務の種類ごとの始業及び終業の時刻、休日等に関する考え方を示した上、当該労働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的に示すことで足りるものであること。
10．「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記すること。
11．「退職に関する事項」の欄については、退職の事由及び手続、解雇の事由等を具体的に記載すること。この場合、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合においては、当該労働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的に示すことで足りるものであること。
12．「その他」の欄について
パートタイム・有期雇用労働法第１４条第２項の規定により、事業主は、短時間労働者及び有期雇用労働者から求めがあったときは、当該労働者と通常の労働者との間の待遇の相違の内容及び理由等について説明しなければならないこと。このような説明を求めることができることを短時間労働者及び有期雇用労働者に対して書面の交付等により明示する義務があること。
「通常の労働者」とは、いわゆる正規型の労働者等をいうものであるが、短時間労働者及び有期雇用労働者への労働条件の明示に当たっては、「通常の労働者」を会社における呼称（正社員等）に置き換えて記載して差し支えないこと。
短時間労働者及び有期雇用労働者が説明を求める場合の申出先を記入すること。
「雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口」は、事業主が短時間労働者及び有期雇用労働者からの苦情を含めた相談を受け付ける際の受付先を記入すること。
待遇の相違の内容及び理由等について説明を求める申出先と、苦情等を含めた相談の受付先を明示するに当たっては、「部署名」「担当者職氏名」について、短時間労働者及び有期雇用労働者が、申出先及び受付先を特定できるように記載すれば足りるものであること。また、「連絡先」は、その部署又は担当者の電話番号、メールアドレス等を記載することが考えられること。
待遇の相違の内容及び理由等について説明を求める申出先と苦情等を含めた相談の受付先が同じ場合には、「雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口」の欄については、「同上」等と記載して差し支えないこと。
13．各事項について、就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で就業規則を交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しないこと。
